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図表１ 津波防災地域・まちづくりに関連する施策のイメージ
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図表２ 防波堤・防潮堤、二線堤のイメージ
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○事業概要
災害が発生した地域又は災害危険区域のうち、住民の居住に適当でないと認められる区域（移転促進
区域）内にある住居の集団的移転を促進するため、当該地方公共団体に対し、事業費の一部補助を行う。

○事業計画の策定
市町村は、移転促進区域の設定、住宅団地の整備、移転者に対する助成等について、国土交通大臣に
協議しその同意を得て、集団移転促進事業計画を定める。

○住宅団地の整備
１０戸以上（移転しようとする住民の数が２０戸以上を超える場合には、その半数以上の戸数）

○補助対象（補助率３／４）
①住宅団地の用地取得及び造成に要する費用
②移転者の住宅建設・土地購入に対する補助に要する費用
③住宅団地に係る道路、飲用水供給施設、集会施設等の公共施設の整備に要する費用
④移転促進区域内の農地及び宅地の買取に要する費用
⑤移転者の住居の移転に関連して必要と認められる作業所等の整備に要する費用
⑥移転者の住居の移転に対する補助に要する経費

図表８ 防災集団移転促進事業



区 分 区 域 区 域 の 指 定 手 続
換 地 計 画
手続きの有無

漁 港 漁港区域
【漁港漁場整備法】

○市町村長が関係地方公共団体の意見を聴いて漁港区域を指定・変更。
○指定・変更に当たり農林水産大臣の認可。農林水産大臣は国土交通大臣に協議。
○河川区域・海岸保全区域に係るときは、河川管理者・海岸管理者に協議。
※ 第１種漁港の場合

無

港 湾 港湾区域
【港湾法】

○港務局が国土交通大臣又は都道府県知事の認可を受けて港湾区域を指定・変更。
○認可に当たり、河川区域・海岸保全区域に係るときは河川管理者・海岸管理者に協議。 無

海 岸 海岸保全区域
【海岸法】

○都道府県知事が海岸保全区域を指定・変更
○指定・変更に当たり各区域の管理者※に協議。重要港湾の場合は港湾管理者が国土交
通大臣に協議。

※ 管理者：港湾区域は港湾管理者、漁港区域は漁港管理者

無

市 街 地 都市計画区域
【都市計画法】

○都道府県が都市計画区域を指定・変更
○指定に当たり関係市町村からの意見聴取、国土交通大臣の同意。
○市街化区域を定める場合、国土交通大臣は農林水産大臣に協議、経済産業大臣・環境
大臣から意見聴取。

有

農 地 農用地区域
【農振法】

○市町村が農業振興地域整備計画において設定・変更。
○設定・変更に当たり都道府県知事の同意。 有

森 林 地域森林計画区
・保安林
【森林法】

○都道府県知事が地域森林計画区を設定・変更。
○農林水産大臣は水源のかん養等のために必要があるときは保安林を指定。 無

自然公園 国立公園、
国定公園地域
【自然公園法】

○環境大臣は都道府県からの意見聴取等を経て国立公園・国定公園を指定。
○指定・変更に当たり関係行政機関の長に協議。 無

図表９ 土地利用規制の関連法について



数千人規模のコミュニティ（小中学校区）

地域包括支援センター

市役所

病院

数万人規模のコミュニティ

（市町村レベル）

○ 高齢者が培ってきた技術技能の継承
のため、若年者等とペアで木材製品等
を製造。若年者の定着率向上に貢献。

高齢者と若年者の協働ものづくり

職場

老健施設

障害者（児）相談支援拠点

学校

小規模多機能型施設

24時間地域巡回型訪問サービス
（訪問看護を含む。）

コミュニティの交流拠点
・高齢者・障害者・子どもがわけへだてなく交流
・学校・医療・福祉施設を街の中心に集積

（自らの住まいで終末期まで生活）

居住地

在宅療養支援医療機関

高齢者・障害者への
訪問サービス

薬局

一体的整備・共同利用

（分けへだてなく交流）

認定こども園
放課後児童クラブ等

○ 訪問看護や障害者への自立支援。
高齢者を雇用し、介護タクシー事業
を拡大。

高齢者を支える介護事業資料10 地域包括ケアを中心とした地域づくり
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農産物加工施設
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機械の共同利用
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の保全

（取組の例）
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図表11 農村コミュニティのイメージ



水産物の流れ 出漁

養殖場 沿岸漁場

陸送

陸送

地域の消費地へ

地域の消費地へ

○地域水産業の基盤としての漁港 （ ）

地域水産業の拠点
となる漁港の機能
の充実を検討する
とともに、復旧・復
興事業の必要性の
高い漁港から、必
要な施設を選定し
事業に着手

図表12 漁港の機能分担と今後の復旧・復興に向けて（沿岸漁業・地域）



漁場

水産物の流れ 出漁

県外船等全国の漁
船が陸揚げ

更なる流通機
能等の高度化
を検討

陸送

全国の消費地へ

陸送
養殖場

○全国的な水産物の生産・流通の拠点漁港 （ ）

図表13 漁港の機能分担と今後の復旧・復興に向けて（沖合遠洋漁業・水産基地）



「NEDO太陽光発電フィールドテスト事業に関するガイドライン」

図表14 年間最適傾斜角の斜面日射量



図表15 局所風況マップ



 地域冷暖房・熱電併給
（コジェネ）

 BEMS (ビル・エネルギー・

マネジメントシステム)

防災拠点
再生可能エネルギーと蓄
電池、コジェネを整備

集中電源
（系統電力）

電力供給

熱供給

図表16 スマートコミュニティ

地域全体のエネルギー需給をコントロールするセンター
（エネルギー・マネジメントシステム）

再生可能エネルギーの変動にあわせた需給バランスの調整

大型蓄電池

洋上風力発電

太陽光発電

大規模太陽光発電
（メガソーラー）陸上風力発電

個々の住宅
再生可能エネルギー、蓄
電池、コジェネHEMS（ホー
ム・エネルギー・マネジメン

トシステム等を利用

 電気自動車の共同利用システム
 電気、燃料電池バス

電力インフラとしても活用可能
電力不足時：電気自動車→家庭
電力余剰時：家庭→電気自動車

 バイオマス発電・熱供給
 ガス、石油の供給施設

次世代自動車向けのエネ
ルギー供給ステーション



電力供給

熱供給

風力発電

小水力発電

間伐材

太陽光発電

木質バイオマス

家畜排せつ物等

高台の集落
再生可能エネルギー、蓄電
池、コジェネHEMS等を利用

農業用施設
ハウスへの
熱・電供給

水産加工流通施設
（冷温供給）

大規模合板工場

製材工場

バイオマス発電所
（熱電併給）

エネルギー・マネジメントシステム
再生可能エネルギーの変動に
あわせた需給バランスの調整

木材産業への
熱・電供給

運搬

図表17 スマートビレッジ



①今回の被災地域に
限定した特区制度

地理的範囲

時 間 軸

被災地域に限定して
実施する措置

被災地域に限定せず、周辺地域等も
含めて実施する措置

今回の震災への対応に
限定して実施する措置

将来における類似の災害への対応も含
めた一般的対策として実施する措置

②今回の被災地域
以外のエリアを含め
た特別措置

③将来の類似の災害にも
対応できる一般措置

図表18 「特区」手法のイメージ



図19 「計画的避難区域」および「緊急時避難準備区域」
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